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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
（注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な連結経営指標等の推

移については記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 第27期中については、平成17年５月20日付で株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。 

５ 第26期の１株当たり配当額18円には創立25周年記念配当６円、また第27期の１株当たり配当金には特別配当

２円を含んでおります。 

６ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

第一部 【企業情報】

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,236,986 1,361,807 1,461,503 3,028,912 3,348,135

経常利益 (千円) 92,442 128,424 197,335 485,953 630,429

中間(当期)純利益 (千円) 55,292 82,872 95,635 295,686 388,003

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 387,800 387,800 387,800 387,800 387,800

発行済株式総数 (株) 5,300,000 7,950,000 7,950,000 5,300,000 7,950,000

純資産額 (千円) 2,819,300 3,048,639 3,317,779 3,065,596 3,356,382

総資産額 (千円) 3,411,375 3,742,120 3,911,705 3,898,579 4,381,500

１株当たり純資産額 (円) 531.94 383.54 417.40 575.11 419.24

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 10.43 10.43 12.03 52.39 45.79

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 18.00 12.00

自己資本比率 (％) 82.6 81.5 84.8 78.6 76.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 30,484 135,302 4,887 299,609 545,452

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △107,772 △146,490 △139,152 △468,179 △83,360

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △63,325 △95,072 △94,585 △64,018 △95,072

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 902,833 704,598 949,027 810,858 1,177,878

従業員数 (名) 165 160 172 155 163



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社の営む事業内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

                            平成18年９月30日現在 

 
（注）従業員数は、就業人員を示しております。 

  

（２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 172



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、量的金融緩和政策の解除や原油価格の動向によるインフレ懸

念等の不透明感を抱えながらも、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加、雇用環境の改善による

個人消費の伸長など国内民間需要が牽引し、景気は緩やかにも回復への動きが拡大してきました。 

 美容業界におきましては、緩やかにも増え続ける美容室及び美容師数を背景にオーバーストア状態が

続いており、このような環境のもと、美容室間の競争はさらに激しく優劣の格差も拡がりを見せるな

ど、美容室経営は本格的な「二極化時代」であると確信しております。 

 このような情勢のもと当社におきましては、経営基本方針として「美容室の成長とともに当社も発展

する」を一つに挙げ、取引先美容室の繁栄に向け「美容室の生産性の向上」及び「美容室内の労働環境

の整備」を重要なテーマにサービス支援（コンサルティングセールス）を続けております。 

 具体的には、当社独自に開発した美容室専用の経営分析システム「旬報店システム」（以下、旬報店

システムにより経営分析を行っている取引先美容室を「旬報店」という）により、美容室のあらゆるデ

ータ（各種売上高、総客数、パーマ客数、カラー客数、来店サイクル・客層等）を基に分析を行い、そ

の結果より「生産性」や「付加価値」の向上へと繋がる技術面や接客面といった基本的な部分から売上

に占める人件費・利益率等といった財務面における各旬報店に合わせた指導及び提案をしております。

さらに各地域では「旬報店会」を設け、定期的に研修や講習会等を実施するなど、今後勝ち残れるとさ

れる「付加価値訴求型」美容室へ向け、各旬報店の育成に取り組んでおります。なお、当中間会計期間

末現在の旬報店数は910店（前期末905店）となりました。 

 また、営業活動におけるサービス支援施設としては、東京支店（東京都渋谷区）、本社（京都府久世

郡）ならびに名古屋支店（名古屋市名東区）に研修施設を設置し、地域別にもより充実した営業体制の

確立を図っております。 

この施策のもと売上の状況といたしましては、主力であるトイレタリー製品を中心にお客様からの高

い支持を得て堅調に推移させることができました。 

 一方、費用面におきましては、物流コスト・販促物等による販売直接費の増加及び研究開発活動の強

化に向けた増員に対する人件費の増加など販売費及び一般管理費は前年に比べ3.2％増となり、また、

製造原価では稼動率・操業度の向上及び原材料費の増加や必要人員の確保に伴う業務委託費の拡大等の

影響により前年比6.2％増となりました。 

これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高1,461,503千円（前年同期比7.3％増）、営業利益

189,557千円（前年同期比58.0％増）、経常利益197,335千円（前年同期比53.7％増）、中間純利益

95,635千円（前年同期比15.4％増）と増収増益を確保することができました。 



なお、当社の売上高は、主要販売先である美容室の需要の季節変動により上半期に比べて下半期に多

く計上されるため、上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があります。 

分類別売上高の状況は次のとおりであります。 

① トイレタリー 

近年、ヘアカラーの普及ならびにヘアスタイルの動向・多様化が進む一方、消費者のヘアケア（毛髪

ダメージ防止）に対する意識は今まで以上の高まりを見せており、メーカー各社ではトリートメント性

を重視した製品開発及び拡販への注力が見受けられました。その結果、トイレタリー市場については増

加傾向で推移したとされています。 

 このような状況のもと当社におきましては、お客様からのニーズに的確に対応でき、かつ高品質・高

性能を兼ね備えた製品開発に取り組む一方、営業面においては取引先美容室へ提案を続けている「付加

価値訴求型サロン」へ向けての第一歩として必要とされる「カウンセリング（ヘアスタイル及びヘアケ

アのアドバイス）の強化」を徹底して推進しております。 

 当中間会計期間におきましては、主力製品である「コタ アイケア」シリーズのシャンプー及びトリ

ートメントが引き続き堅調に推移したことにより、売上高は738,275千円（前年同期比10.0％増）とな

りました。 

② 整髪料 

整髪料におきましては、若年層を中心としたヘアスタイルの多様化等の影響から製品の多品種化が進

む一方、全体的な使用量の減少により市場は低迷を続けておりました。しかし最近ではトイレタリー市

場同様、ヘアケアに対する注目が整髪料市場でも拡大し始めてきていることから、低迷を続けていた市

場も増加への展開が見受けられます。 

 このような状況のもと当社では、多様化するヘアスタイルへの対応（スタイリング性）及び女性が着

目するヘアケアへの対応（トリートメント性）を兼ね備えた整髪料「コタ キュアデュ」シリーズ（11

品目）が引き続くお客様からの高い支持により、当中間会計期間の売上高としては358,406千円（前年

同期比13.9％増）と順調に推移させることができました。 

③ カラー剤 

ヘアカラー市場では、長期にわたり牽引してきたファッションカラーの成長が止まり、また近年、シ

ニア層を中心に普及しつつあるグレイカラー（色目などのファッション性を高めた白髪染め）におきま

しても普及には時間が必要とされるなど、市場全体としては僅かながら減少傾向を見せ始めてきまし

た。 

 このような状況から当社におきましても、後発メーカーとして市場へ参入させた「コタ カラーアー

ト グレイ」シリーズの動きが前事業年度に比べ鈍化している影響から、当中間会計期間の売上高とし

ては145,092千円（前年同期比3.5％増）と微増という結果になりました。 

④ 育毛剤 

トイレタリー等を中心にヘアケア関連の製品が好調に推移していく中、対象的に育毛剤市場は縮小を

続けております。しかし、女性を中心に消費者がヘアケアに対して非常に高い美容意識を持ち始めてき

ており、毛髪へのダメージ等に加え総合的な美の提案へと展開する可能性は高く、今後、頭皮に対して

も消費者の視野が拡大されれば、近い将来、必ず注目される市場だとされています。 

 このような状況のもと当社におきましては、今後における市場の動向及び展開を睨んだ製品開発なら

びに拡販へ向けての営業活動に注力して参りました。この結果、当中間会計期間における売上高は

31,587千円（前年同期比10.2％増）となりました。 



⑤ パーマ剤 

ここ数年、若年層を中心としたヘアスタイルの動向から需要は伸びす、市場はマイナス成長を続けて

おります。 

 このような状況のもと当社におきましては、低迷するパーマ市場の巻き返しを図るにあたり、前事業

年度に発売したパーマ剤「シンクス」の推進、また技術面での指導及び講習会等の実施により拡販に注

力いたしましたが、当中間会計期間の売上高については、前年７月に新製品の発売を実施した影響もあ

り、114,654千円（前年同期比10.1％減）と前年同期を下回る結果となりました。 

⑥ 商品・受取販売手数料 

商品売上としては、美容室で利用されるチラシ・ＤＭ等を中心とした販促物や施術時に使用する美容

小物品が安定的な売上となっておりましたが、近年、美容室における経費削減を背景に販促物等も低価

格化しており、さらに最近ではＩＴ環境の充実によりホームページ等による販促活動へとシフトしてい

ることから減少傾向が続いております。また、美容室の改装や新規出店等に伴う美容器具類の販売や店

舗増改築の際に業者から受け取る仲介手数料等については、不定期かつ金額がかさむことから売上にも

大きく影響する場合があります。 

 このような状況から当中間会計期間の売上高としては、73,486千円（前年同期比7.7％減）と前年同

期を下回る結果となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末から比べ

228,850千円減少し、949,027千円（前年同期比244,428千円増）となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フローは、4,887千円（前年同期比130,415千円減）となりました。 

 収入の主な内訳は、税引前中間純利益169,393千円（前年同期比20,999千円増）及び売上債権の減

少295,172千円、減価償却費50,685千円等であり、支出の主な内訳は、役員退職慰労引当金の減少

96,420千円及びたな卸資産の増加76,942千円、法人税等の支払額190,596千円であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フローは、△139,152千円（前年同期比7,337千円増）となりました。

 これは投資有価証券の償還による収入126,562千円の増加に対し、投資有価証券（リスクの少ない

金融商品の運用）の取得による支出220,110千円及び有形固定資産の取得による支出30,103千円等が

主な減少要因であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フローは、△94,585千円（前年同期比486千円増）となりました。 

 これは前事業年度の利益処分における配当金の支払いによる支出であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当中間会計期間における品目別の生産実績は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額は「生産本数×代理店納入価」により算出しており、消費税等は含まれておりません。 

  

（２）商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 
（注）１ 上記の金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。 

２ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容機材、施術時

に使用する美容小物品等であります。 

  

(３) 外注実績 

製品の製造において一部を外注に依存しております。 

当中間会計期間における外注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

トイレタリー 839,359 128.4

整髪料 394,053 177.4

カラー剤 155,765 89.0

育毛剤 31,412 98.2

パーマ剤 98,253 53.5

合計 1,518,844 119.9

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

商品 59,855 90.0

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

整髪料 14,194 192.8

カラー剤 28,558 87.1

育毛剤 4,395 164.5

パーマ剤 7,988 26.4

合計 55,137 75.4



（４）販売実績 

当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績のうち輸出高は17,030千円(総販売実績に占める割合1.2％)であります。 

３ 総販売実績に対する売上高の割合が10％を超える販売先はありません。 

４ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容器具、施術時に

使用する美容小物品等であります。 

５ 受取販売手数料は、美容室等の店舗増改築及び美容室専用の集客支援ソフト推進による業者等から受け取る

紹介手数料等であります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、めまぐるしく変化する経済情勢と市場環境に柔軟に対応しながら販路の拡大と既存取引先の繁

栄を支援するコンサルティングセールスにより、着実な成長戦略を目指しております。 

それにはメーカーとして、お得意様の期待に沿う顧客ニーズに合致したより良い製品の提供を常の責務

と受けとめ、研究開発体制を充実するとともに多品種必要量生産を効率的に行うことに努めてまいりま

す。 

また、顧客満足度を高める質の高いサービスの提供を行うため、優秀な人材確保及び教育制度の充実に

注力いたします。 

具体的には、次の課題に取り組んでまいります。 

① 得意先美容室の付加価値向上施策の企画・提案。 

② 安定したカラー市場における増収基盤の確立。 

③ 生産体制における原価の低減、不良品等の削減を実現させる生産（工場）設備の構築、併せて稼働

率と生産性の平準化を追求する。 

④ 製品開発と美容室経営の双方におけるマーケティング能力の強化。 

⑤ 「旬報店システム」のさらにタイムリーな情報提供とより充実したデータ管理体制の構築に努め

る。 

⑥ 全社員参加のもと環境委員会を中心とした環境保全経営の確立。 

⑦ 支店・営業所における営業活動の効率化へ向けての出荷・配達業務の改善。 

 （東京支店、名古屋支店及び近畿支店におきましては、既に改善済みであります。） 

  

品目 金額(千円) 前年同期比(％)

製品

トイレタリー 738,275 110.0

整髪料 358,406 113.9

カラー剤 145,092 103.5

育毛剤 31,587 110.2

パーマ剤 114,654 89.9

小計 1,388,016 108.3

商品 70,706 92.9

受取販売手数料 2,780 80.2

合計 1,461,503 107.3



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は時代とともに変化する市場ニーズに適合し、環境、人体、頭髪に優しい高品質の

製品開発に重点を置いております。社内に設置している製品開発委員会において市場動向、価格、原料、

品質、コンセプト等を検討し、その結果を受けながら研究部において開発を進める体制をとっておりま

す。 

当中間会計期間の研究開発活動及びその成果は次のとおりです。 

（１）製品開発 

① トイレタリー部門 

フケ・かゆみなど頭皮に悩みを持つ消費者ニーズへの対応に向け、スキャルプケア製品の開発を

進める一方、ハイダメージ毛の補修効果をもつサロンメニュー用（業務用）のトリートメント製品

の開発に取り組んでおります。 

② 整髪料部門 

毛髪にツヤを与えるワックス及びトリートメント効果を兼ね備えたナチュラルスタイリング剤の

製品開発に取り組んでおります。 

③ パーマ剤部門 

全ての髪質に対応することができるよう「シンクス」シリーズのより充実へ向けての追加製品と

して、チオグリコール酸主剤の製品開発に取り組んでおります。 

④ ヘアカラー剤部門 

技術者（美容師）の施術操作性及び毛髪ダメージ・頭皮への刺激を抑制するヘアカラー剤の製品

開発に取り組んでおります。 

⑤ 育毛剤部門 

フケ・かゆみなどの頭皮に悩みを持った方に適応したスキャルプケア製品の開発に取り組んでお

ります。 

（２）基礎研究 

現在の課題としては、チオグリコール酸やシスティン配合のパーマ剤についての基礎研究、また、新

たな還元剤を配合したカーリング剤による毛髪残存臭の効こうの解明及び還元剤の種類別除去方法につ

いて、外部研究機関と共同で研究を行っています。 

 なお、当中間会計期間に支出した研究開発費の総額は72,010千円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

  

（２）重要な設備計画の完了 

当中間会計期間において、重要な設備計画の完了はありません。 

  

（３）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（４）重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業部門の名
称

設備の内容
投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月 完了予定
総額 既支払額

本社（京都府
久世郡久御山
町）

研 究 部、経
理部及び総
務部

管理部門及
び研究部社
屋建設

357,200 0 自己資金 平成18年12月 平成19年７月

工場（京都府
久世郡久御山
町）

生産部
物流倉庫増
設

29,600 0 自己資金 平成18年12月 平成19年３月

工場（京都府
久世郡久御山
町）

生産部
ガス焚きボ
イラー

13,500 0 自己資金 平成19年１月 平成19年１月

本社（京都府
久世郡久御山
町）

営業第一部
及び販売Ｃ
Ｓ部

管理棟改装 20,400 0 自己資金 平成19年４月 平成19年７月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）完全議決権株式であり、議決権の行使について特に制限はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類
中間会計期間末現在発行数(株) 

(平成18年９月30日)
提出日現在発行数(株)
(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名

内容

普通株式 7,950,000 7,950,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

（注）

計 7,950,000 7,950,000 ― ―

年月日
発行済株式総数 
増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増 
減額(千円)

資本準備金 
残高(千円)

平成18年９月30日 ― 7,950,000 ― 387,800 ― 330,800



（４）【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

（５）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。

なお、議決権の数に１個は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が335株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社英和商事 京都市山科区大塚高岩６―37 1,329,000 16.72

小 田 英 二 京都市山科区 841,500 10.58

小 田 博 英 京都府宇治市 349,500 4.40

小 田 和 子 京都市山科区 267,500 3.36

小 田   治 京都市右京区 240,000 3.02

コタ従業員持株会 京都府久世郡久御山町田井新荒見77 210,000 2.64

加 藤 賢 二 滋賀県大津市 185,500 2.33

竹 田 和 平 愛知県名古屋市天白区 165,000 2.08

株式会社三菱東京ＵＦＪ 
銀行

東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 150,000 1.89

大成化工株式会社 大阪市北区本庄西２丁目12―20 150,000 1.89

計 ― 3,888,000 48.91

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,000
― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 7,947,500 15,894 (注)

単元未満株式  
普通株式 1,500 ― ―

発行済株式総数 7,950,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,894 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

(自己保有株式） 

コタ株式会社

京都府久世郡久御

山町田井新荒見77
1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 814 782 770 750 730 699

最低(円) 770 731 720 703 662 654



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

監査法人和宏事務所により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

（２）【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 113,245 207,195 136,466

 ２ 受取手形 37,848 37,796 29,119

 ３ 売掛金 342,195 356,944 660,808

 ４ 有価証券 591,353 741,832 1,041,411

 ５ たな卸資産 377,233 373,384 296,442

 ６ その他 81,301 87,802 56,874

 ７ 貸倒引当金 △250 △329 △489

   流動資産合計 1,542,927 41.2 1,804,626 46.1 2,220,632 50.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 404,520 374,163 388,258

  (2) 土地 ※２ 914,751 914,751 914,751

  (3) その他 207,209 188,751 205,896

   有形固定資産合計 1,526,480 1,477,665 1,508,905

 ２ 無形固定資産 54,520 57,777 66,039

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 370,610 337,166 332,215

  (2) その他 247,581 234,469 253,708

   投資その他の資産 
   合計

618,191 571,635 585,923

   固定資産合計 2,199,192 58.8 2,107,078 53.9 2,160,868 49.3

   資産合計 3,742,120 100.0 3,911,705 100.0 4,381,500 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 60,606 70,093 71,070

 ２ 賞与引当金 48,200 48,776 47,688

 ３ 役員賞与引当金 ― 10,140 ―

 ４ 販売奨励引当金 47,056 53,136 ―

 ５ その他 ※３ 189,160 143,023 544,917

   流動負債合計 345,023 9.2 325,168 8.3 663,676 15.1

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 284,770 201,570 297,990

 ２ その他 63,687 67,187 63,452

   固定負債合計 348,457 9.3 268,757 6.9 361,442 8.3

   負債合計 693,480 18.5 593,926 15.2 1,025,118 23.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 387,800 10.4 ― ― 387,800 8.9

Ⅱ 資本剰余金

 資本準備金 330,800 ― 330,800

   資本剰余金合計 330,800 8.8 ― ― 330,800 7.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 46,800 ― 46,800

 ２ 任意積立金 2,080,000 ― 2,080,000

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

182,214 ― 487,344

   利益剰余金合計 2,309,014 61.7 ― ― 2,614,144 59.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

21,600 0.6 ― ― 24,212 0.5

Ⅴ 自己株式 △575 △0.0 ― ― △575 △0.0

   資本合計 3,048,639 81.5 ― ― 3,356,382 76.6

   負債資本合計 3,742,120 100.0 ― ― 4,381,500 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 387,800 ―

 ２ 資本剰余金

  資本準備金 ― 330,800 ―

   資本剰余金合計 ― 330,800 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 46,800 ―

    (2) その他利益剰余金

   固定資産圧縮 
   積立金

― 11,047 ―

   別途積立金 ― 2,340,000 ―

   繰越利益剰余金 ― 192,548 ―

   利益剰余金合計 ― 2,590,396 ―

 ４ 自己株式 ― △575 ―

   株主資本合計 ― 3,308,420 84.6 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券評価 
 差額金

― 9,358 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― 9,358 0.2 ―

   純資産合計 ― 3,317,779 84.8 ―

   負債純資産合計 ― ― 3,911,705 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,361,807 100.0 1,461,503 100.0 3,348,135 100.0

Ⅱ 売上原価 383,515 28.2 386,229 26.4 905,884 27.1

   売上総利益 978,291 71.8 1,075,273 73.6 2,442,251 72.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 858,353 63.0 885,716 60.6 1,821,002 54.4

   営業利益 119,937 8.8 189,557 13.0 621,248 18.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 12,767 0.9 14,329 1.0 35,656 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 4,280 0.3 6,550 0.5 26,475 0.7

   経常利益 128,424 9.4 197,335 13.5 630,429 18.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 21,510 1.6 159 0.0 21,319 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４ 1,541 0.1 28,102 1.9 2,271 0.1

   税引前中間(当期) 
   純利益

148,394 10.9 169,393 11.6 649,477 19.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

73,279 43,517 263,185

   法人税等調整額 △7,758 65,521 4.8 30,240 73,757 5.1 △1,711 261,474 7.8

   中間(当期)純利益 82,872 6.1 95,635 6.5 388,003 11.6

   前期繰越利益 99,341 99,341

   中間(当期)未処分 
   利益

182,214 487,344



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 387,800 330,800 330,800

中間会計期間中の変動額

 前期利益処分による剰余金の配当

 前期利益処分による役員賞与

 前期利益処分による固定資産圧縮積立 
 金の積立

 前期利益処分による固定資産圧縮積立 
 金の取崩

 当中間期における固定資産圧縮積立金 
 の取崩

 前期利益処分による別途積立金の積立

 中間純利益

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 387,800 330,800 330,800

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧縮

積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 46,800 ― 2,080,000 487,344 2,614,144 △575 3,332,169

中間会計期間中の変動額

 前期利益処分による剰余金の 
 配当

△95,383 △95,383 △95,383

 前期利益処分による役員賞与 △24,000 △24,000 △24,000

 前期利益処分による固定資産 
 圧縮積立金の積立

12,546 △12,546 ― ―

 前期利益処分による固定資産 
 圧縮積立金の取崩

△1,043 1,043 ― ―

 当中間における固定資産圧縮 
 積立金の取崩

△455 455 ― ―

 前期利益処分による別途積立 
 金の積立

260,000 △260,000 ― ―

 中間純利益 95,635 95,635 95,635

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― 11,047 260,000 △294,796 △23,748 ― △23,748

平成18年９月30日残高(千円) 46,800 11,047 2,340,000 192,548 2,590,396 △575 3,308,420



 
  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 24,212 24,212 3,356,382

中間会計期間中の変動額

 前期利益処分による剰余金の配当 △95,383

 前期利益処分による役員賞与 △24,000

 前期利益処分による固定資産圧縮積立 
 金の積立

―

 前期利益処分による固定資産圧縮積立 
 金の取崩

―

 当中間期における固定資産圧縮積立金 
 の取崩

―

 前期利益処分による別途積立金の積立 ―

 中間純利益 95,635

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△14,854 △14,854 △14,854

中間会計期間中の変動額合計(千円) △14,854 △14,854 △38,603

平成18年９月30日残高(千円) 9,358 9,358 3,317,779



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 148,394 169,393 649,477

 ２ 減価償却費 52,236 50,685 114,046

 ３ 投資有価証券売却損益 63 ― △8,640

 ４ 固定資産除却損 1,541 102 2,271

 ５ 補助金収入 △21,319 ― △21,319

 ６ 貸倒引当金の増減額 △191 △159 47

 ７ 賞与引当金の増加額 2,168 1,088 1,656

 ８ 役員賞与引当金の増加額 ― 10,140 ―

 ９ 役員退職慰労引当金の増減額 19,430 △96,420 32,650

 10 販売奨励引当金の増加額 47,056 53,136 ―

 11 受取利息及び受取配当金 △9,445 △10,666 △19,958

 12 売上債権の増減額 244,410 295,172 △65,454

 13 たな卸資産の増減額 △70,431 △76,942 10,359

 14 仕入債務の増減額 14,207 △976 24,671

 15 役員賞与の支払額 △18,000 △24,000 △18,000

 16 その他 △129,781 △185,735 51,170

小計 280,337 184,817 752,976

 17 利息及び配当金の受取額 9,466 10,666 19,980

 18 法人税等の支払額 △154,501 △190,596 △227,504

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

135,302 4,887 545,452

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 投資有価証券の取得による支出 △125,752 △220,110 △314,331

 ２ 投資有価証券の売却による収入 4,356 ― 25,020

 ３ 投資有価証券の償還による収入 61,008 126,562 344,832

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △90,720 △30,103 △140,501

 ５ 補助金収入 21,319 ― 21,319

 ６ その他 △16,700 △15,500 △19,700

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△146,490 △139,152 △83,360

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 配当金の支払額 △95,072 △94,585 △95,072

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△95,072 △94,585 △95,072

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △106,259 △228,850 367,019

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

810,858 1,177,878 810,858

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

704,598 949,027 1,177,878



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております)

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定しております)

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております)

   時価のないもの

    移動平均法に基づ

く原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

   総平均法に基づく原

価法

(2) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

(2) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

  貯蔵品

   移動平均法に基づく

原価法

  貯蔵品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

   なお、耐用年数及び

残存価格については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を

除く)については、定

額法によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法

   ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)による

定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用 

  定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に備えるた

め、支給対象期間に応じ

た支給見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

――― (3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、当

事業年度における支給見込

額に基づき、当中間会計期

間に見合う分を計上してお

ります。

―――

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間から「役

員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しており

ます。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が

10,140千円減少しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産残高に基

づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産残高に基

づき計上しております。

  なお、当社は適格退職

年金制度を全面的に採用

しており、当中間会計期

間末は55,406千円を投資

その他の資産に前払費用

として表示しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産残高に基づき

計上しております。

  なお、当社は適格退職

年金制度を全面的に採用

しており、当事業年度末

は44,200千円を投資その

他の資産に前払費用とし

て表示しております。

(5) 役員退職慰労引当金

  役員退職慰労金として

内規に基づく必要額を計

上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 販売奨励引当金

  当中間会計期間の売上

に係る割戻金等の支払い

に充てるため代理店等へ

の売上高に対して契約に

基づく割戻金等の支払見

込額を計上しておりま

す。

(6) 販売奨励引当金

同左

―――

４ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び



 
  

ャッシュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

現金及び換金可能であり、

かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限が到来する短期投資で

あります。

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な現

金及び換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期

限が到来する短期投資であ

ります。

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等については税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,317,779千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

644,870千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

731,971千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

692,214千円

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務

担保に供している資産

建物 53,698千円

土地 282,835千円

合計 336,534千円

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務

担保に供している資産

建物 49,466千円

土地 282,835千円

合計 332,302千円

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務

担保に供している資産

建物 51,485千円

土地 282,835千円

合計 334,321千円

   対応債務 

    該当事項はありません。

   対応債務 

    該当事項はありません。

   対応債務 

    該当事項はありません。

※３ 消費税等の取扱い  

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の取扱い 

 同左

       ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 1,627千円

賃貸収入 1,506千円

有価証券利息 7,561千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 1,694千円

賃貸収入 1,363千円

有価証券利息 8,671千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 3,040千円

賃貸収入 2,724千円

有価証券利息 16,416千円

投資有価証券 
売却益

8,640千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

たな卸資産 
廃棄損

333千円

たな卸資産 
評価損

1,696千円

賃貸費用 1,327千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

たな卸資産
廃棄損

2,072千円

たな卸資産
評価損

1,928千円

賃貸費用 1,446千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

たな卸資産
廃棄損

6,267千円

たな卸資産
評価損

9,588千円

賃貸費用 2,228千円

※３ 特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金 
戻入益

191千円

補助金収入 21,319千円

※３ 特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金
戻入益

159千円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

補助金収入 21,319千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 1,541千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損

役員退職慰労金

102千円

28,000千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 2,271千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 45,844千円

無形固定資産 6,392千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 42,422千円

無形固定資産 8,262千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 100,673千円

無形固定資産 13,373千円

 ６ 当社の売上高は、主要販売先

である美容室の需要の季節変動

により上半期に比べて下半期に

多く計上されるため、上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があります。

   なお、当中間会計期末に至る

１年間の売上高及び営業費用

は、次のとおりであります。

 ６ 当社の売上高は、主要販売先

である美容室の需要の季節変動

により上半期に比べて下半期に

多く計上されるため、上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があります。

   なお、当中間会計期末に至る

１年間の売上高及び営業費用

は、次のとおりであります。

―――

 

売上高 
(千円)

営業費用 
(千円)

前事業年 
度の下期

1,791,926 1,395,309

当中間 
会計期間

1,361,807 1,241,869

合計 3,153,733 2,637,179

 

売上高
(千円)

営業費用
(千円)

前事業年 
度の下期

1,986,328 1,485,017

当中間 
会計期間

1,461,503 1,271,745

合計 3,447,831 2,756,763



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 7,950,000 ― ― 7,950,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,335 ― ― 1,335

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 95,383 12 平成18年３月31日 平成18年６月20日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 113,245千円

有価証券勘定 591,353千円

現金及び 
現金同等物

704,598千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 207,195千円

有価証券勘定 741,832千円

現金及び 
現金同等物

949,027千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金勘定 136,466千円

有価証券勘定 1,041,411千円

現金及び
現金同等物

1,177,878千円

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 該当事項はありません。 同左 

 

同左

区分
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

(1) その他有価証券
取得原価 
(千円)

中間貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価
(千円)

中間貸借対
照表計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額
(千円)

 株式 20,142 42,529 22,386 20,142 44,244 24,102 20,142 51,358 31,216

 非上場外国債券 216,465 213,692 △2,772 193,871 172,514 △21,357 177,032 172,984 △4,048

 その他 46,180 62,784 16,603 42,753 55,699 12,946 42,838 56,269 13,430

合計 282,788 319,006 36,217 256,767 272,458 15,691 240,013 280,611 40,598

区分
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
中間貸借対照表計上額

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
貸借対照表計上額 

(千円)

 非上場国内債券 ― 30,000 30,000

 その他 ― 4,514 ―

合計 ― 34,514 30,000

(2) その他有価証券
中間貸借対照表計上額

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
貸借対照表計上額 

(千円)

非上場株式 21,604 30,193 21,604

マネー・マネジメント・ファンド 531,373 681,816 981,429

中期国債ファンド 59,979 60,015 59,982

合計 612,957 772,025 1,063,015



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

   
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 当社は、デリバディブ取引を全く

利用していないため、該当事項はあ

りません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社には関連会社がありませんの

で、持分法を適用した該当事項はあ

りません。

同左 

 

同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(１) １株当たり純資産額 

 
(２) １株当たり中間(当期)純利益金額 

   
２ 株式分割について 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値は以下のとおり

であります。 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

１株当たり純資産      354円63銭 

１株当たり中間純利益     ６円95銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値は以下のとおり

であります。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産      383円40銭 

１株当たり当期純利益    34円93銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 383円54銭 417円40銭 419円24銭

１株当たり中間(当期)

純利益
10円43銭 12円03銭 45円79銭

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

 潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

同左 同左

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の 
合計額(千円)

― 3,317,779 ―

普通株式に係る純資産額(千円) ― 3,317,779 ―

差額の主な内訳(千円) ― ― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 7,950,000 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 1,335 ―

１株当たり純資産額の算定に用いら 
れた普通株式の数(株)

― 7,948,665 ―

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 82,872 95,635 388,003

普通株主に帰属しない金額(千円) 0 0 24,000

(うち利益処分による役員賞与金) (0) ― (24,000)

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

82,872 95,635 364,003

普通株式の期中平均株式数(株) 7,948,665 7,948,665 7,948,665



(重要な後発事象) 

  

 
  

（２）【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 該当事項はありません。 同左 同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第27期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月26日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコタ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コタ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

監査法人和宏事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  木  快  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  南     幸  治  ㊞

業務執行社員 公認会計士  大  嶋     豊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月22日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコタ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業年度の中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コタ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から役員賞与に関する会計基準を適用している

ため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

監査法人和宏事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  木  快  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  南     幸  治  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  大  嶋     豊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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